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役員 7名
（うち監事2名）

うち厚労省
出身者

22年度 （参考）21年度

2名 3名

職員
14,251名
うち労災病院

13,560名
うち厚労省
出身者

22年度 （参考）21年度

2名 2名

予算 3,145億円 うち国からの
財政支出

22年度 （参考）21年度

310億円 396億円

労働者健康福祉機構の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

≪組織体制≫

労災リハビリテーション作業所

理

事

長

理

事

総 務 部

経営企画室

経 理 部

医療事業部

産業保健部

監 事 室監
事

産 業 保 健 推 進 セ ン タ ー

本 部

１箇所

職 員 部

医療リハビリテーションセンター

営 繕 部

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

労災医療推進のための事業 2,839 104

労災病院事業 2,685 0

労災病院事業以外 153 104

未払賃金立替払事業 266 202

その他 41 4

本 部 ７部２室

施 設
労災病院３０施設
その他６５施設

賃金援護部

総 合 せ き 損 セ ン タ ー

産 業 殉 職 者 霊 堂

看 護 専 門 学 校

労 災 病 院 ３０箇所

１箇所

９箇所

４７箇所

６箇所

１箇所

（単位：億円）

※1  役職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち厚労省出
身者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、うち国からの財政支出について
はそれぞれの年度の数値

※2 平成22年4月1日現在の役員2名のうち、1名は暫定任用（→再公募）



・ 労災病院（３０病院）グループのネットワークにより、労災疾病等に関
する予防から治療、リハビリ、職場復帰に至る一貫した高度・専門的医
療の提供、労災疾病等に関する研究、職域関係者（産業医等）に対する
産業保健活動等を推進

業務概要

Ⅰ 労災医療推進のための事業

Ⅱ 未払賃金立替払事業

・ 企業倒産により賃金未払のまま退職した労働者に対して、「賃金の支
払の確保等に関する法律」に基づき、政府が労働者健康福祉機構を通
じて未払賃金の一部を立替払するもの（立替払により代理取得した賃金
債権の求償事務等の債権管理を含む。）
・ 立替払の原資は、国からの補助金の形で交付され、その全額が立替
払に充てられている。



（単位：億円）

 

事項           年度 16 年度   20 年度 21 年度 22 年度 （対 16 年度比） 

総事業費 3,333.9    3,039.2  3,150.1  3,145.2  （▲5.7％） 

  病院事業費  2,710.3    2,606.1  2,598.7  2,685.5  （▲0.9％） 

  その他回収金等 222.4    158.1  155.4  149.5  （▲32.8％） 

  
運営費交付金及び施設整備費

等補助金 
261.0    195.0  134.4  106.6  （▲59.1％） 

    運営費交付金 112.3    106.7  106.9  94.8  （▲15.6％） 

    施設整備費補助金 148.7    88.3  27.5  11.9  （▲92.0％） 

  その他補助金（立替払等）  284.0    163.4  261.6  203.6  （▲28.3％） 

○ 国からの財政支出の大幅削減

運営費交付金及び施設整備補助金 平成１６年度：２６１．０億円 → 平成２２年度：１０６．６億円
（対１６年度比：▲５９．１％）

予算額の推移



＜労災病院（３０病院）＞
・ アスベスト関連疾患、産業中毒、勤労者のメンタルヘルス、脳・心臓疾患（過労死）など、労災疾病等に
対して、予防から治療、リハビリテーション、職場復帰を実現するための高度・専門的医療の中核的役割
を果たしている。
（注）各労災病院において、「職歴調査票」等を含めた臨床データ等を集積するなど、労災病院グループの
ネットワークを活用した研究を行うため、労災疾病研究センターを１３労災病院に併設

＜労災病院の具体的取組＞
（１）労災病院の統廃合
・ 平成１６年度当初３７病院を、３０病院まで統廃合を実施。（５病院廃止、４病院を２病院に統合）

（２）労災病院への運営に対する交付金及び補助金の廃止
・ 労災病院に対しては、運営費交付金が措置されていない。
・ 施設整備費補助金についても、平成２１年度から廃止

⇒ 労災病院の運営、施設整備については、すべて自前収入（医業収入）より措置
⇒ 政策医療の遂行については、労災病院全体として経営基盤の強化により対応

・ 平成２２年度末を目途に、現在、個々の病院ごとに、①政策医療、②地域医療事情、③経営状況等につ
いて総合的に検証を実施中

労災病院について

平成１６年度：１４３．８億円 → 平成２１年度：０円



○ 医療リハビリテーションセンター（１施設）

○ 総合せき損センター（１施設）

○ 労災看護専門学校（９施設）

○ 労災リハビリテーション作業所（６施設）

○ 勤労者予防医療センター（９労災病院に併設）

○ 産業保健推進センター（４７施設）

労災医療推進のための関連施設について

＜組織のスリム化＞

○ 労災リハビリテーション工学センター（平成２１年度末廃止）

○ 海外勤務健康管理センター（平成２１年度末廃止）





産業保健推進センターについて

事業主及び

労働者

産業保健関係者

（産業医、

衛生管理者等）

健

康

診

断
･

事

後

措

置

健

康

教

育

健

康

相

談

等

都道府県医師会

連携

連携

産業保健推進 センター

都道府県労働局
地域産業保健

センター

③職場の健康問題等に関する事業主セミナー等の啓発活動

①産業保健関係者 に対する専門的かつ実践的な研修の実施

②産業保健に関する専門スタッフによる窓口相談・実地相談

協力
協力

支援

産業保健に関する

広報・啓発

労 災 病 院

労災医療に関する臨床面での専門知見及び事例の積極的活用

④産業保健に関する助成金の支給

研修・支援

産業保健に関

する相談

４７都道府県に産業保健推進センターを設置し、都道府県労働局、医師会、労使関係団体等と連携
しつつ、企業の産業医、衛生管理者、人事労務担当者等の産業保健スタッフに対する研修等を実施



労災病院、産業保健推進センターに今後更に求められる役割

労災病院 医療機関

（臨床医）

情報発信、人材育成等の支援

臨床医の観点からの支援
・勤労者の職業生活をしっかりと理解できる専門医

・MSW（医療ソーシャルワーカー）などの役割も重要

産業医の観点からの支援
・職場の中でしっかりと機能する産業医

・安全衛生担当者などとの連携も重要

早期職場復帰支援

治療と職業生活の両立支援

産業保健推進センター 産業医等

情報発信、人材育成等の支援

診療に

ついて

の情報

仕事に

ついて
の情報協力体制


